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○国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律 

〔平成２４年６月２７日法律第５０号〕 

 

（目的） 

第１条 この法律は、国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人によ

る障害者就労施設等からの物品及び役務の調達の推進等に関し、国等の責務を明ら

かにするとともに、基本方針及び調達方針の策定その他障害者就労施設等の受注の

機会を確保するために必要な事項等を定めることにより、障害者就労施設等が供給

する物品及び役務に対する需要の増進等を図り、もって障害者就労施設で就労する

障害者、在宅就業障害者等の自立の促進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「障害者」とは、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）

第２条第１号に規定する障害者をいう。 

２ この法律において「障害者就労施設」とは、次に掲げる施設をいう。 

（１）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第５条第１１項に規定する障害者支援施設、同条第２５項に規定

する地域活動支援センター又は同条第１項に規定する障害福祉サービス事業（同

条第７項に規定する生活介護、同条第１３項に規定する就労移行支援又は同条第

１４項に規定する就労継続支援を行う事業に限る。）を行う施設 

（２）障害者の地域における作業活動の場として障害者基本法第１８条第３項の規定

により必要な費用の助成を受けている施設 

（３）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第２条第３

号に規定する重度身体障害者、同条第４号に規定する知的障害者又は同法第６９

条に規定する精神障害者であって同法第４３条第１項に規定する労働者である

ものを多数雇用する事業所として政令で定めるもの 

３ この法律において「在宅就業障害者」とは、障害者の雇用の促進等に関する法律

第７４条の２第３項第１号に規定する在宅就業障害者をいう。 

４ この法律において「障害者就労施設等」とは、障害者就労施設、在宅就業障害者

及び障害者の雇用の促進等に関する法律第７４条の３第１項に規定する在宅就業

支援団体をいう。 

５ この法律において「独立行政法人等」とは、独立行政法人（独立行政法人通則法

（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に規定する独立行政法人をいう。）又

は特殊法人（法律により直接に設立された法人又は特別の法律により特別の設立行

為をもって設立された法人であって、総務省設置法（平成１１年法律第９１号）第

４条第１５号の規定の適用を受けるものをいう。以下同じ。）のうち、その資本金

の全部若しくは大部分が国からの出資による法人又はその事業の運営のために必

要な経費の主たる財源を国からの交付金若しくは補助金によって得ている法人で

あって、政令で定めるものをいう。 

６ この法律において「地方独立行政法人」とは、地方独立行政法人法（平成１５年

法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。 

７ この法律において「各省各庁の長」とは、財政法（昭和２２年法律第３４号）第

２０条第２項に規定する各省各庁の長をいう。 

（国及び独立行政法人等の責務） 

第３条 国及び独立行政法人等は、物品及び役務（以下「物品等」という。）の調達

に当たっては、障害者就労施設等の受注の機会の増大を図るため、予算の適正な使

用に留意しつつ、優先的に障害者就労施設等から物品等を調達するよう努めなけれ

ばならない。 
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（地方公共団体及び地方独立行政法人の責務） 

第４条 地方公共団体は、その区域の障害者就労施設における障害者の就労又は在宅

就業障害者の就業の実態に応じて、障害者就労施設等の受注の機会の増大を図るた

めの措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 地方独立行政法人は、当該地方独立行政法人の事務及び事業に関し、障害者就労

施設等の受注の機会の増大を図るための措置を講ずるよう努めなければならない。 

（障害者就労施設等からの物品等の調達の推進に関する基本方針） 

第５条 国は、国及び独立行政法人等における障害者就労施設等からの物品等の調達

を総合的かつ計画的に推進するため、障害者就労施設等からの物品等の調達の推進

に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１）国及び独立行政法人等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進に関

する基本的方向 

（２）優先的に障害者就労施設等から調達すべき物品等の種類その他の障害者就労施

設等からの物品等の調達の推進に関する基本的事項 

（３）障害者就労施設等に対する国及び独立行政法人等による物品等の調達に関する

情報の提供に関する基本的事項 

（４）その他障害者就労施設等からの物品等の調達の推進に関する重要事項 

３ 厚生労働大臣は、あらかじめ各省各庁の長等（国にあっては各省各庁の長、独立

行政法人等にあってはその主務大臣をいう。以下同じ。）と協議して基本方針の案

を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 厚生労働大臣は、前項の閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表

しなければならない。 

５ 前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（障害者就労施設等が供給する物品等の調達方針） 

第６条 各省各庁の長及び独立行政法人等の長（当該独立行政法人等が特殊法人であ

る場合にあっては、その代表者。以下同じ。）は、毎年度、基本方針に即して、物

品等の調達に関し、当該年度の予算及び事務又は事業の予定等を勘案して、障害者

就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針を作成しなければならな

い。 

２ 前項の方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１）当該年度における障害者就労施設等からの物品等の調達の目標 

（２）その他障害者就労施設等からの物品等の調達の推進に関する事項 

３ 各省各庁の長及び独立行政法人等の長は、第１項の方針を作成したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

４ 各省各庁の長及び独立行政法人等の長は、第１項の方針に基づき、当該年度にお

ける物品等の調達を行うものとする。 

（調達実績の概要の公表等） 

第７条 各省各庁の長及び独立行政法人等の長は、毎会計年度又は毎事業年度の終了

後、遅滞なく、障害者就労施設等からの物品等の調達の実績の概要を取りまとめ、

公表するとともに、厚生労働大臣に通知するものとする。 

２ 前項の規定による厚生労働大臣への通知は、独立行政法人等の長にあっては、当

該独立行政法人等の主務大臣を通じて行うものとする。 

（厚生労働大臣及び内閣総理大臣の要請） 

第８条 厚生労働大臣及び内閣総理大臣は、各省各庁の長等に対し、障害者就労施設

等からの物品等の調達の推進を図るため特に必要があると認められる措置をとる

べきことを要請することができる。 



3/4  

（地方公共団体及び地方独立行政法人による障害者就労施設等からの物品等の調

達の推進等） 

第９条 都道府県、市町村及び地方独立行政法人は、毎年度、物品等の調達に関し、

当該都道府県、市町村及び地方独立行政法人の当該年度の予算及び事務又は事業の

予定等を勘案して、障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針

を作成しなければならない。 

２ 前項の方針は、都道府県及び市町村にあっては当該都道府県及び市町村の区域の

障害者就労施設における障害者の就労又は在宅就業障害者の就業の実態に応じて、

地方独立行政法人にあっては当該地方独立行政法人の事務及び事業に応じて、当該

年度に調達を推進する障害者就労施設等が供給する物品等及びその調達の目標に

ついて定めるものとする。 

３ 都道府県、市町村及び地方独立行政法人は、第１項の方針を作成したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 都道府県、市町村及び地方独立行政法人は、第１項の方針に基づき、当該年度に

おける物品等の調達を行うものとする。 

５ 都道府県、市町村及び地方独立行政法人は、毎会計年度又は毎事業年度の終了後、

遅滞なく、障害者就労施設等からの物品等の調達の実績の概要を取りまとめ、公表

するものとする。 

（公契約における障害者の就業を促進するための措置等） 

第１０条 国及び独立行政法人等は、国又は独立行政法人等を当事者の一方とする契

約で国又は独立行政法人等以外の者のする工事の完成若しくは作業その他の役務

の給付又は物品の納入に対し国又は独立行政法人等が対価の支払をすべきもの（以

下「公契約」という。）について、競争に参加する者に必要な資格を定めるに当た

って障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条第１項の規定に違反していない

こと又は障害者就労施設等から相当程度の物品等を調達していることに配慮する

等障害者の就業を促進するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 都道府県、市町村及び地方独立行政法人は、前項の規定に基づく国及び独立行政

法人等の措置に準じて必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（障害者就労施設等が供給する物品等に関する情報の提供等） 

第１１条 障害者就労施設等は、単独で又は相互に連携して若しくは共同して、その

供給する物品等の購入者等に対し、当該物品等に関する情報を提供するよう努める

とともに、当該物品等の質の向上及び供給の円滑化に努めるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成２５年４月１日から施行する。 

（検討） 

第２条 政府は、障害者就労施設等の受注の機会の増大を図る観点から、障害者就労

施設等の自主性を尊重しつつ適切な物品の生産及び物品等の質の確保に関する技

術的支援及び訓練を行い、並びに障害者就労施設等が供給する物品等の購入者等に

対し必要な情報の提供を行う体制の在り方について、３年以内に検討を加え、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、公契約の落札者を決定するに当たってその入札者が障害者の雇用の促進

等に関する法律第４３条第１項の規定に違反していないこと、障害者就労施設等か

ら相当程度の物品等を調達していること等を総合的に評価する方式を導入するこ

とについて、３年以内に検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるもの

とする。 

（税制上の措置） 
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第３条 国は、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）で定めるところにより、

障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進を図るために必要な措置

を講ずるものとする。 

（経過措置） 

第４条 平成２６年３月３１日までの間における第２条第２項第１号の規定の適用

については、同号中「第５条第１１項」とあるのは「第５条第１２項」と、「同条

第２５項」とあるのは「同条第２６項」と、「同条第１３項」とあるのは「同条第

１４項」と、「同条第１４項」とあるのは「同条第１５項」とする。 

附 則〔平成２５年６月１９日法律第４６号抄〕 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成３０年４月１日から施行する。〔後略〕 


